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健康管理区分判定基準
	区分
	健康診断等の結果の判定
	健康診断等の結果に対する措置

	要保護
	要療養者
	勤務を休む必要があり、治療を必要とする者
	勤務を休ませ、その病状に応じて自宅治療、入院治療等の適切な治療を受けさせる。


	
	要治療者
	勤務に制限を加える必要があり、治療を必要とする者
	時間外勤務の禁止、配置転換その他適当な措置を講ずるとともに治療を受けさせる。


	
	
要注意者
	1
	勤務に制限を加える必要があり定期的に医師の観察指導などを受ける必要がある者
	時間外勤務を禁止又は制限し、過労とならないよう配慮するとともに、発病又は再発防止のため1年2回以上の指導を行い、必要に応じて精密検査を行う。


	
	
	2
	勤務をほぼ平常に行ってよいが、定期的に医師の観察指導を受ける必要がある者
	時間外勤務を制限し、過労とならないよう配慮するとともに、発病又は再発防止のため1年に2回の指導を行い、必要に応じて精密検査を行う。


	
	
	3
	勤務を平常に行ってよいが、定期的に医師の観察指導を受ける必要がある者
	過労とならないよう配慮するとともに、発病又は再発防止のため1年に1回の指導を行い、必要に応じて精密検査を行う。


	健康者
	平常の勤務を行ってよい者
	特になし。




